
第31回全日本私立幼稚園連合会

設置者・園長全国研修大会

開催要項

●テーマ　明日にむけて幼児教育の振興を考える

●期　日　平成27年10月26日（月）・27日（火）

●会　場　岩手県盛岡市・ホテルメトロポリタン盛岡NEW WING
　　　　　〒020-0033　岩手県盛岡市盛岡駅前北通2-27　☎019-625-1211
　　　　　　※ JR 盛岡駅  徒歩 3 分
　　　　　　※ 花巻空港   車 40分

●対　象　設置者・園長ならびに後継者、またはこれに準ずる者

●定　員　600名（定員になり次第締め切らせていただきます）

26日（月） 受付

研 究 講 座 ※研修会終了後、自由解散

開会式 記念講演 行政報告
こどもが まんなか

報告
震災報告

夕食
懇親会

27日（火）
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参 加 申 込 方 法

■参 加 費　　15,000 円（資料代等）

■懇親会費　　 10,000 円（自由参加、26日開催）

○参加を希望される方は、別添の「全日私幼連用・参加申込書」に必要事項を明記の上、平成

　27 年 9 月 25 日（金）までに貴都道府県団体事務局に送付してください。参加費・夕食懇親会

　費は、「全日私幼連用・参加申込書」と同様に、貴都道府県団体事務局の指示に基づいて送金し

　てください。

○お申込みいただいた方には、10 月中旬に参加受付証などを幼稚園に送付いたします。

○参加を取り消された場合は参加費の返金はいたしません（代理参加は可）。ご欠席の方には、

　研修会終了後、大会関係資料を送付いたします。

○夕食懇親会費の取り消しに伴う返金につきましては、平成 27 年 10 月 9 日（金）までにご連絡

　いただいた場合に限り、全額返金いたします。

○宿泊・視察観光のご案内は「JTB用・宿泊・視察観光」をお目通しいただき、必要事項を明記の上、

　直接JTBにFAXにてお申し込みください。

○宿泊・視察観光の取り消しに伴う返金につきましては、JTB の規約に基づきます。

　「参加申込書」に記載された個人情報は、本研修会の参加者名簿や参加受付証等発送など、本

研修会の運営・管理の目的に限り使用します。また、研修会の当日大会資料に「氏名」「都道府県名」

「園名」を掲載します。なお、本研修会に関する業務を株式会社 JTB コーポレートセールス霞が関

第六事業部営業第一課に委託し実施するため、上記の目的に範囲に加え宿泊手配等のサービス提

供を目的として情報を共有します。

■個人情報の取り扱いについて

★参加の方法、研修内容は ★宿泊・視察観光は

☎　03－3237－10 8 0
F 　03－3263－703 8

☎　03－59 4 9－133 8
F 　03－539 6－8142

㈱ JTBコーポレートセールス
　　　　霞が関第六事業部営業第一課
　〒170-0013　東京都豊島区東池袋3-23-14

　ダイハツ・ニッセイ池袋ビル7階（担当：安達・勝見）

　〒102-0073　東京都千代田区九段北 4-2-25

　私学会館別館 4階（担当：白石）

全日本私立幼稚園連合会

主催 /一般財団法人私学研修福祉会
協力 /全日本私立幼稚園連合会、一般社団法人岩手県私立幼稚園連合会
後援 /文部科学省（申請中）、内閣府（申請中）、厚生労働省（申請中）



【第 1日】／ 10月 26日（月）

本大会の内容については、全日私幼連ホームページからもご覧頂けます。

12：00 ～ 13：00　受　　付

13：00 ～ 13：45　開 会 式

14：00 ～ 15：30　記念講演　　「新渡戸稲造の少年時代」

15：40 ～ 17：10　行政報告

17：10 ～ 17：30　震災報告

17：30 ～ 17：35　こどもがまんなか PROJECTからの報告

18：30 ～ 20：30　夕食懇親会

【講　師】文部科学省初等中等教育局幼児教育課　　  課長  淵上　　孝　氏

【講　師】一般財団法人新渡戸基金　常務理事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藤井　　茂　氏

ふじい　しげる／ 1949 年 6 月、秋田県大館市花岡町出身。東京での会社勤務を経て
1986年から盛岡タイムス社に勤務（記者から社会学芸部長、編集委員、校閲部長）。
2002年暮れから財団法人新渡戸基金に勤務。現在、事務局長兼常務理事。
そのほか新渡戸稲造会事務局長、北東北・日米協会事務局長、岩手台湾懇話会事務局長、
岩手古文書学会副会長、岩手ＰＨＰ友の会顧問、いわて安心安全研究会理事。
著書に『菊池寿人の生涯』、『いわて人物ごよみ』（共著）、『三田義正』、『山屋他人－
ある海軍大将の生涯』、『野村胡堂・あらえびす小伝』、『副読本 盛岡の先人』、『北の大
地に魅せられた男－北大の父　佐藤昌介』、『岩手人名辞典』（共著）、『新渡戸稲造 75
話』、『続新渡戸稲造 75話』、『新渡戸稲造事典』（共著）、『新渡戸稲造入門』（共著）、『も
りおか歴史散歩』（共著）。

2.  振　興　　『これからの幼児教育の振興を考える』
　平成 27 年 4 月より、子ども・子育て支援新制度が多くの期待と予想以上の問題点や不安を抱えてスタートしました。この新制度につ
いて、大都市圏の幼稚園や地方の幼稚園から見えるプラス面やマイナス面を通して現状を正しく評価し、国に対して、制度や運用面の改
善点の提案などを行いたいと考えています。
　さらに、幼稚園にとって将来の園児である 3 歳未満児への対応の具体例を提示して、私立幼稚園の生き残り策などをご提案したいと
考えています。
　また、今年度の本連合会の最重点活動事項である『幼児教育振興法（仮称）』制定について幼児教育課　淵上課長からご説明いただき、『幼
児教育振興法（仮称）』の持つ意義と今後の幼児教育、私立幼稚園の将来展望などを探る機会としたいと考えています。

【パネリスト】　　　　　文部科学省初等中等教育局幼児教育課　　　　　　　課　　長　 淵上　　孝　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会　　　　　　　　　　　　　副 会 長　 北條　泰雅　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会政策委員会　　　　　　　　副委員長　 奥野　　宏　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会政策委員会　　　　　　　　委　　員　 石田　明義　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会政策委員会　　　　　　　　委　　員　 濵川　喜亘　氏
【コーディネーター】　　全日本私立幼稚園連合会政策委員会　　　　　　　　委 員 長　 坪井　久也　氏

1.  教　育　　『幼児教育の質を問う～教育におけるリーダーの資質とは～』
　教育の質向上を図るには、園長や主任・中堅教諭等のリーダーシップが非常に重要であり、昨今の幼児教育を取り巻く環境の変化を踏
まえ、私立幼稚園は、現況に耐え或いは適応し、また創造、進化し続ける柔軟性を持った組織として、自己の目的を達成する能力を効果
的に伸ばし続けることが求められています。
　特に、教師一人一人が自己の力量を増強させ教師としての資質・能力を向上させていくためには、園長等は、園の目的・目標等の設定
や方向性等に係る意志決定や活動はもちろんのこと、ファシリテーター・マインドを持って教師の主体的な学習を促す組織文化の育成や
教師同士の同僚性に支えられた協働する組織の形成など、幼稚園等におけるリーダーとしての役割を果たしていくことが期待されていま
す。
　そこで、本研究講座では、幼児教育の重要性が問われる中、園長等のリーダーが学ぶべき内容を明らかにしながら、教育におけるリーダー
の資質について考えて参ります。

【パネリスト】　　　　　（公財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構副理事長　　　　　　　　安家　周一　氏
　　　　　　　　　　　（公財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構研究研修副委員長　　　　黒田　秀樹　氏
　　　　　　　　　　　（公財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構研究研修委員会協力委員　秦　　賢志　氏
【コーディネーター】　　（公財）全日本私立幼稚園幼児教育研究機構研究研修委員長　　　　　安達　　譲　氏

4.  認定こども園　　『半年経過、もっと良くなれ新制度！』
　今後、質・量ともに我が国の中核を担っていくであろう「子ども・子育て支援新制度」も半年経過し、制度の改善すべき点や市町村の
対応などさまざまな論点が出てまいりました。
　本研究講座では、パネリストにこの制度の実務面の責任者である内閣府子ども・子育て本部の三谷卓也参事官をお迎えして、この一大
変革期に組織運営や市町村対策に御苦労されている都道府県団体担当者の方とともに、新制度をより良くする方策を探りたいと思います。

【パネリスト】　　　　　内閣府子ども・子育て本部参事官（認定こども園担当）   　　　　三谷　卓也　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会認定こども園委員会　　　　委　　員　 北川　定行　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会認定こども園委員会　　　　専門委員　 川田　長嗣　氏
【コーディネーター】　　全日本私立幼稚園連合会認定こども園委員会　　　　委 員 長　 森迫　建博　氏

3.  経　営　　『マイナンバー制度及び労務管理について理解を深め、学び、考える』
　本研究講座は、2部構成にて行います。第 1部は、平成 28年 1月から実施されるマイナンバー制度について、社会保険労務士の安岡
先生をお迎えし、基本的な制度の仕組みを園経営者として理解しておかなければならない項目について詳しく解説して頂きます。また労
務管理については、就業規則【キャリアパス、年次有給休暇、給与、労働時間】を主として、子ども・子育て支援新制度について触れな
がらご講演頂きます。
　第 2 部は、子ども・子育て支援新制度が施行され、幼稚園も従来通りの幼稚園教諭だけの職場と、認定こども園のように幼稚園教諭
と保育士が共に勤務する職場というように職場環境が変化した中で、新制度施行後半年が経過し、どの様な変化が生じたのか、それぞれ
の環境について、具体例を挙げて検証して参ります。

第 1部
【基調講演】　　　　　　社会保険労務士法人 人財総研   　　　　　　　社会保険労務士　 安岡　知子　氏

第 2部
【鼎 談 者】　　　　　　  社会保険労務士法人 人財総研   　　　　　　　社会保険労務士　 安岡　知子　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会経営研究委員会　　　委   　 員   　 長　 橋本　幸雄　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会経営研究委員会　　　副　委　員　長　 堀江　眞嗣　氏

9：00 ～ 11：30　研 究 講 座

【第 2日】／ 10月 27日（火）
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　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会認定こども園委員会　　　　専門委員　 川田　長嗣　氏
【コーディネーター】　　全日本私立幼稚園連合会認定こども園委員会　　　　委 員 長　 森迫　建博　氏

3.  経　営　　『マイナンバー制度及び労務管理について理解を深め、学び、考える』
　本研究講座は、2部構成にて行います。第 1部は、平成 28年 1月から実施されるマイナンバー制度について、社会保険労務士の安岡
先生をお迎えし、基本的な制度の仕組みを園経営者として理解しておかなければならない項目について詳しく解説して頂きます。また労
務管理については、就業規則【キャリアパス、年次有給休暇、給与、労働時間】を主として、子ども・子育て支援新制度について触れな
がらご講演頂きます。
　第 2 部は、子ども・子育て支援新制度が施行され、幼稚園も従来通りの幼稚園教諭だけの職場と、認定こども園のように幼稚園教諭
と保育士が共に勤務する職場というように職場環境が変化した中で、新制度施行後半年が経過し、どの様な変化が生じたのか、それぞれ
の環境について、具体例を挙げて検証して参ります。

第 1部
【基調講演】　　　　　　社会保険労務士法人 人財総研   　　　　　　　社会保険労務士　 安岡　知子　氏

第 2部
【鼎 談 者】　　　　　　  社会保険労務士法人 人財総研   　　　　　　　社会保険労務士　 安岡　知子　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会経営研究委員会　　　委   　 員   　 長　 橋本　幸雄　氏
　　　　　　　　　　　全日本私立幼稚園連合会経営研究委員会　　　副　委　員　長　 堀江　眞嗣　氏

9：00 ～ 11：30　研 究 講 座

【第 2日】／ 10月 27日（火）



第31回全日本私立幼稚園連合会

設置者・園長全国研修大会

開催要項

●テーマ　明日にむけて幼児教育の振興を考える

●期　日　平成27年10月26日（月）・27日（火）

●会　場　岩手県盛岡市・ホテルメトロポリタン盛岡NEW WING
　　　　　〒020-0033　岩手県盛岡市盛岡駅前北通2-27　☎019-625-1211
　　　　　　※ JR 盛岡駅  徒歩 3 分
　　　　　　※ 花巻空港   車 40分

●対　象　設置者・園長ならびに後継者、またはこれに準ずる者

●定　員　600名（定員になり次第締め切らせていただきます）

26日（月） 受付

研 究 講 座 ※研修会終了後、自由解散

開会式 記念講演 行政報告
こどもが まんなか

報告
震災報告

夕食
懇親会

27日（火）
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参 加 申 込 方 法

■参 加 費　　15,000 円（資料代等）

■懇親会費　　 10,000 円（自由参加、26日開催）

○参加を希望される方は、別添の「全日私幼連用・参加申込書」に必要事項を明記の上、平成

　27 年 9 月 25 日（金）までに貴都道府県団体事務局に送付してください。参加費・夕食懇親会

　費は、「全日私幼連用・参加申込書」と同様に、貴都道府県団体事務局の指示に基づいて送金し

　てください。

○お申込みいただいた方には、10 月中旬に参加受付証などを幼稚園に送付いたします。

○参加を取り消された場合は参加費の返金はいたしません（代理参加は可）。ご欠席の方には、

　研修会終了後、大会関係資料を送付いたします。

○夕食懇親会費の取り消しに伴う返金につきましては、平成 27 年 10 月 9 日（金）までにご連絡

　いただいた場合に限り、全額返金いたします。

○宿泊・視察観光のご案内は「JTB用・宿泊・視察観光」をお目通しいただき、必要事項を明記の上、

　直接JTBにFAXにてお申し込みください。

○宿泊・視察観光の取り消しに伴う返金につきましては、JTB の規約に基づきます。

　「参加申込書」に記載された個人情報は、本研修会の参加者名簿や参加受付証等発送など、本

研修会の運営・管理の目的に限り使用します。また、研修会の当日大会資料に「氏名」「都道府県名」

「園名」を掲載します。なお、本研修会に関する業務を株式会社 JTB コーポレートセールス霞が関

第六事業部営業第一課に委託し実施するため、上記の目的に範囲に加え宿泊手配等のサービス提

供を目的として情報を共有します。

■個人情報の取り扱いについて

★参加の方法、研修内容は ★宿泊・視察観光は

☎　03－3237－10 8 0
F 　03－3263－703 8

☎　03－59 4 9－133 8
F 　03－539 6－8142

㈱ JTBコーポレートセールス
　　　　霞が関第六事業部営業第一課
　〒170-0013　東京都豊島区東池袋3-23-14

　ダイハツ・ニッセイ池袋ビル7階（担当：安達・勝見）

　〒102-0073　東京都千代田区九段北 4-2-25

　私学会館別館 4階（担当：白石）

全日本私立幼稚園連合会

主催 /一般財団法人私学研修福祉会
協力 /全日本私立幼稚園連合会、一般社団法人岩手県私立幼稚園連合会
後援 /文部科学省（申請中）、内閣府（申請中）、厚生労働省（申請中）


